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事業承継対策の考え⽅
STEP1
現状把握

STEP2
課題発掘

STEP3
提案模索
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 現状の株価算定
→承継コストの把握

 株価推移予測の算出
→実際の承継時期に予測される

承継コストの把握
 現状の株主の把握

→事業に関連しない株主や承継が
困難と思われる株主の存在

 後継者の存在
→親族内承継対策か外部承継対策

か︖
 承継時期の確認

→直近か数⼗年後か︖

 現状の相続税額算出
 相続時の推定相続税額の把握
 相続⼈間の⼈間関係の確認

→良好でも遺⾔は推奨するが、そ
うでない場合にはマスト

 納税資⾦過不⾜の把握
 遺留分の把握

→⾃社株式の遺留分対象額は原則
相続の時価（遺留分の特例を適
⽤する場合を除く）

 財産構成の把握
→⾦融資産が多いのか固定資産が

多いのかで対策が変わる

 株価が⾼額
→後継者確定しているのであれば

今移すか︖株価下落対策を施す
か︖未確定もしくは承継時期が
数⼗年後であれば上昇抑制対策
を図るか︖

 株主が分散
→集約するか︖時価で集約する

か︖持株会の活⽤等で廉価で集
約するか︖そもそも売却してく
れるか︖

 遺産分割
→必ず後継者に相続させるべき財

産がある︖争続の可能性
 納税資⾦

→不⾜はあるか︖全体で⾜りるか
ではなく、個⼈別に確認

 評価引き下げ・贈与
→相続税を減らす必要性はある︖

対策の打つための原（CASH)
はある︖銀⾏借⼊は可能︖
役員貸付⾦の有無は︖

 誰が買うか︖
→後継者︖持株会社︖持株会︖

 株価対策を図るか︖
→組織再編︖退職⾦︖節税商品︖

新規不動産︖組織再編+⾃社物
件の売買による株価下落︖
上昇抑制対策なら組織再編︖
利益移転︖

 株価対策は不要が正しいか︖
→無理に株価を下げ売買せずとも

⾃ずと相続で承継される。相続
税が許容できるなら、無理な対
策は不要︖

 遺産分割
→遺⾔︖信託︖遺留分と⼆次相続

シミュレーションを考慮して
 納税資⾦

→稼ぐ︖現物資産を換価する︖
 評価引き下げ・贈与

→⽣命保険︖不動産購⼊︖⽣前贈
与︖地主の場合にはCASHがな
いので、収益物件をプライベー
トカンパニーに売却して保険に
あてる︖もしくはそのCASHを
⽣前贈与の原資にする︖


